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消費者が選好した情報提供による
省エネルギー効果



背景と目的



背景

省エネ推進アプローチにおける情報提供の有用性
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HEMS画面や省エネアドバイスにおいてもナッジ等の行動経済学
の知見が蓄積されつつある

選択を禁じず、経済的インセンティブ等による強制は伴わずに
消費者を特定の選択肢に誘導させる

→ ホームエネルギーレポート等では様々な情報を並列し、
閲覧者（消費者）は無意識に見る情報を選ぶ

（そして願わくば省エネ行動をとる）

しかしこれではどの情報が効いているのか分からない



考え方

 無意識に対し、意識してもらうことが重要
← 人々が選ぶ情報はその人の価値観などに基づく選択になるはず
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【昨年度発表】

 人々の内的モチベーションによる省エネ推進に関心



仮説と目的
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提供される情報が消費者にとって好ましいものであることに
より省エネが推進される

仮説仮説

消費者の選好による情報提供の省エネ効果を検証する。
また、情報選好と省エネ効果、さらにはエネルギー意識との
関連から今後の情報提供のあり方を考察する。

目的目的



調査対象



福島県相馬郡新地町
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研究対象地域

・人口約8000人、面積約47km2

・町域の約20%が東日本大震災の
津波により被災

（577戸の家屋が全半壊、 116名の犠牲者を出し
JR新地駅も流出した）

・2011年 環境未来都市に選定
復興と環境と経済が調和した持続可能なまちづくりに取り組む
⇒スマートハイブリッドタウン構想

N
出典：新地まちづくりニュース第2号

・地域ICTシステムの実証研究の一環で
電力計測機器の設置してある68世帯
- 計測期間:2014年6月～
- 電力計測は全体を含む6系統を計測
(世帯により計測場所は異なる)

http://shinchi-note.com/shinchi-machi/

図 新地町の位置
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・首都圏の世帯とは異なる特徴がある
－大人数・3世代同居
－冷暖房や給湯用熱源として灯油を併用
－部屋数が5~15部屋

1-2人 3-4人 5-6人以上 7人以上

0% 20% 40% 60% 80% 100%

世帯人数

1-2人 3-4人 5-6人以上 7人以上

小学生

以下 中高
小中高

小65 中高65 65歳以上のみ
小中

高65 これら以外のみ

0% 20% 40% 60% 80% 100%

同居者年代

オール電化
太陽光

発電 両方あり 両方なし

0% 20% 40% 60% 80% 100%

住宅設備

電気のみ 電気と灯油
電気・ガス・灯油

その他不明

0% 20% 40% 60% 80% 100%

冷暖房熱源

電気のみ 灯油のみ ガスのみ その他 不明

0% 20% 40% 60% 80% 100%

給湯熱源

（n=68）

対象世帯の主な世帯属性
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• 過去に5回の省エネキャンペーンを実施
• 概ね（第2回を除き）省エネ効果を上げている（ただし評価方法は異なる）

実施時期 参加世帯数 報賞の付与 情報提供方法 省エネ効果*

1 2014年 9月 22／46世帯 事前周知なし上
位のみ タブレット上 0.96%

2 2014年11月 12／46世帯 事前周知なし上
位のみ タブレット上 -5.09%

3 2015年 3月 24／55世帯 事前周知後
上位のみ

省エネかわら版
（カスタム） 2.86%

4 2015年12月 75世帯 なし 省エネかわら版
（カスタム） 1.58%

5 2017年 3月 75世帯 なし 省エネかわら版
（非カスタム） －

＊節電効果は参加全世帯の平均．省エネ効果や評価基準等は 1~3回がShirakiら1)、4回が中村ら2)を参照

過去の省エネキャンペーン実施状況

【提供された情報】他世帯との比較(ランキング等)、自世帯基準(前週や前年
同月の消費量等)との比較、自世帯の電力消費の特徴(時刻別，用途別)等

1) H.Shiraki, H.Tanaka, S.Nakamura, Effect of Energy Saving Campaign in Fukushima,国立環境研究所 Booklet series of environmental emergency research, Vol.3 (2016), 6-10 Trans. AGU., Vol.31, No.2, 1950.

2)中村省吾，平野勇二郎，藤田壮，新地町の省エネキャンペーンによる省エネ行動支援の研究成果，空気調和・衛生工学会東北支部，第6回学術・技術報告会 (2017)



調査方法
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2017年
10月下旬 11月16日～29日 12月第1週

事前アンケート キャンペーン実施

情報の選択

第6回 省エネキャンペーン概要

情報提供（計3回）

評価対象

・インセンティブの付与はなし
・情報提供は紙ベースの省エネかわら版を各世帯に郵送
・情報選択の回答なしの世帯は任意で割振り

CP
1週目

CP
2週目

CP終了
1週目
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キャンペーン開始の周知

11月15日発送（1頁のみ） 11月24日発送（2頁目） 12月1日発送（2頁目）

省エネかわら版

毎日の電力消費量と予測値
希望情報に照らした1 kWh
の電力とは?

毎日の電力消費量と予測値
希望情報に照らした2週間
の節電量/増加量
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他世帯との比較

お金の節約

具体的な省エネ行動

身近な生活との関係

電源との関係

環境保全と地球温暖化防止

提供した6種の情報

事前アンケートの回答により6種類で配布

※例は キャンペーン終了時版
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6種の情報提供数

省エネに取り組むにあたり、あなたが欲しいと思う情報の内容について、
6項目を1位～6位まで順位付けしてください。

0% 20% 40% 60% 80% 100%

電力削減

環境保全

他世帯との比較

節約

電源関係

身近な生活

1 2 3 4 5 6

• 電力削減の具体的な方法が最も多い（1,2位合わせると70％程度）
• 1位のみで言えばその他は僅差。1,2位合わせると「節約」が2位

（n=39）

希望
世帯

任意
割振

計

14 0 14

5 6 11

5 6 11

6 5 11

2 7 9

7 2 9

39 26 65



● 2016/2017年度
● 2014年度
●2015年度

● 2016/2017年度
● 2014年度
●2015年度

過去の日電力消費量(kWh/day)と日平均気温(℃)の散布図

二次多項式曲線⇒予測式として採用
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評価方法

期間中の気温を代入した予測値と実測値の差分を節電/増加量とする



結果
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省エネ効果:全体平均

-4%

-2%

0%

2%

4%

CP
1週目

CP
2週目

CP終了
1週目

1kWhあたり告知のみ 個別世帯の
増減量

＊ p<0.1

・ CP2週目の増加 － 中だるみ?情報が期待外れ?
・ 個別世帯の増減を追うと、期間平均は増加の世帯でも、
CP1週目とCP終了1週目では削減傾向にある

・ 自分にとってより具体的な情報が省エネ効果がある

省
エ
ネ
効
果

対予測値に対してプラスの数値が削減効果，マイナスの数値が増加を示す



2.9%

5.2%

-4.6% -1.5%

-6%

-4%

-2%

0%

2%

4%

6%

CP
1週目

CP終了
1週目

R2＝0.4以上 R2＝0.4未満
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省エネ効果の比較

【予測精度別】

いずれの比較もn.s

・予測精度の高い世帯群では全体平均よりも高い省エネ効果、
しかし有意差は見られなかった

・精度の改善は今後の調査の課題

省
エ
ネ
効
果
対予測値に対してプラスの数値が削減効果，マイナスの数値が増加を示す
CP1週目の情報は「告知のみ」 CP1週間目は「個別世帯の具体的な情報」

（n=41） （n=24）



0.0%

2.0%

0.2%

3.1%

0%

1%

2%

3%

4%

CP
1週目

CP終了
1週目

希望情報選択あり 任意振り分け
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省エネ効果の比較

【情報選択あり
vs 任意振分】

n.s.

・ 仮説に照らすと、
自らが選んだ希望情報あり群の省エネ効果が高い

→ 統計的有意差はないが、支持されず
・個別世帯の振れ幅の度合が希望情報あり群で高かったためか

省
エ
ネ
効
果 （n=39） （n=26）

対予測値に対してプラスの数値が削減効果，マイナスの数値が増加を示す
CP1週目の情報は「告知のみ」 CP1週間目は「個別世帯の具体的な情報」



-2.9% -4.4%-2.8%

0.6%0.5% 0.1%0.1%
3.7%

13.1% 12.5%

-4.9%

8.9%

-10%

-5%

0%

5%

10%

15%

CP
1週目

CP終了
1週目

1.具体的な節電方法 2.環境保全 3.他世帯との比較

4.お金の節約 5.電源との関係 6.身近な生活との関連
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省エネ効果の比較

【情報種別】

・ 「具体的な節電方法」を選択した世帯 ＝ 全世帯が希望情報
→ 「具体的な省エネ行動」が情報のベース → 他の情報群より

情報が少ない
→ アンケート回答あり＝協力的な世帯 → やりつくしている可能性

・ 「電源との関係」「身近な生活との情報」 高い省エネ効果を示した

省
エ
ネ
効
果

いずれの比較もn.s

対予測値に対してプラスの数値が削減効果，マイナスの数値が増加を示す
CP1週目の情報は「告知のみ」 CP1週間目は「個別世帯の具体的な情報」
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対象者の価値観・エネルギー意識

【希望情報種別】

【省エネ効果別】

ある 普通 ない
1.具体的な節電方法 （n=10） 7 3 0
2.環境保全 （n=3） 1 2 0
3.他世帯との比較 （n=1） 0 0 1
4.お金の節約 （n=4） 1 3 0
5.電源との関係 （n=0） ー ー ー
6.身近な生活との関連 （n=3） 1 2 0

まちへの愛着

P＜0.01

思わ
ない

どちらと
もいえな

い
思う

削減 （n=25） 8 13 4
増加 （n=12） 9 2 1

削減 （n=25） 14 5 6
増加 （n=12） 7 5 0

周囲からの期待

生活の質が落ちる
P＜0.05

P＝0.1



まとめ



まとめ
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• 消費者の選好による情報提供群の削減率が、有意ではないが、
選好なし群より低く、仮説は支持されなかった。
－情報種別（「具体的な省エネ方法群」）でも同様の結果

• 全世帯平均 2.8% 予測精度が高い世帯 5.2% の省エネ効果
－削減効果が示せていない世帯でも、告知のみと情報提供後で比較すると

一定の努力が伺える。

• これまでの情報提供にハイライトされていない情報種
「電源との関係」 「身近な生活との関連」 は、今後の精査に期待

• 今後の課題
－調査設計の改善（評価予測精度の向上、コントロール群を置いた調査設計・

比較、サンプル数の拡大、よりフレッシュなサンプル 等）

－ 提供する情報の工夫（1位のみを提供→ 1~3位を組み合わせる等）



ありがとうございました


